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研究成果の概要（和文）：本調査研究は、福祉の分野に「地理」あるいは空間（ないし場所、土

地）の視点を導入するとともに、「持続可能な福祉コミュニティ」とも呼ぶべきモデルを構想し

ていくことを内容としている。こうした問題意識を踏まえ、全国の自治体を対象とする「地域

再生・活性化に関するアンケート調査」を実施し、特に「都市政策と福祉政策の統合」、地域内

経済循環、成長・拡大志向と定常化志向、地域の自立と再分配といった観点から分析を行い、

今後の政策の基盤となる考察や提言をまとめた。 
 
 
研究成果の概要（英文）：This study aims at introducing the concept of geography (or space, 
land) into the area of welfare policy and establishing the model of “sustainable welfare 
community.” Based upon this orientation this study conducted the questionnaire survey to 
the local governments about the revival and activation of local areas, and drawing upon the 
analysis of the survey date this study came up with some policy proposals regarding the 
integration of urban policy and welfare policy, local multiplier effect of economy, growth 
orientation vs steady-state and the autonomy of local areas and redistribution.  
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研究分野：福祉政策・公共政策 
科研費の分科・細目：社会学・社会福祉学 
キーワード：福祉地理学、コミュニティ、地域再生、福祉政策と都市政策の統合 
 
１．研究開始当初の背景 

これまでの福祉研究は、概して普遍的ない

し一般的な「福祉」概念が基礎に置かれ、あ

らゆる場所を貫通して一義的な「福祉」概念

が妥当するものと考えられる傾向があった。

しかしながら、たとえば郊外のニュータウン

と、伝統的な人間関係が濃密に残る下町（旧



市街地）とでは、自ずとそこで求められる「福

祉」（たとえば高齢者介護サービスのあり方、

コミュニティ形成のための方策）も異なって

くるのはないか。したがって、福祉の分野に

「地理」あるいは空間（ないし場所、土地）

の視点を導入し、新たな統合を図っていくこ

とが、これからの福祉を考え政策展開を行っ

ていく場合に重要であり、そうした新たな枠

組みを構築するための研究を開始した。 
  
 

２．研究の目的 

（１）「福祉地理学」という新たなコンセ

プトと研究枠組みの構築 

（２）福祉政策と都市政策、土地政策等の

融合に向けた基本的なモデルの整理 

（３）「福祉と環境の統合」を通じた「持

続可能な福祉コミュニティ」という新たなコ

ンセプトとその内容の定式化 

 
３．研究の方法 

当初は関連文献のレビューを行いつつ、福

祉地理学の構築や持続可能な福祉コミュニ

ティ、福祉政策と都市政策の統合等に関する

概念枠組みの整理を行い、続いて全国の自治

体に対するアンケート調査を実施し、その結

果分析を踏まえて課題の摘出と政策提言を

まとめた。 
 
４．研究成果 

（１）コミュニティをめぐる課題 

戦後の日本社会とは、一言で言えば“農村

から都市への人口大移動”の歴史であったが、

都市に移ってきた日本人は、「カイシャ」と

「核家族」という、いわば“都市の中のムラ

社会”ともいうべき、閉鎖的なコミュニティ

を作っていった。そして、そうしたカイシャ

や家族が互いに競争しつつ、「成長」すなわ

ち経済全体のパイが大きくなることを通じ

て豊かさが実現されていくという、ある種の

好循環が働いていたのが 1980 年代頃までの

日本社会だったと言える。 

 しかしながら、物質的な豊かさが徐々に飽

和し、人々の需要が拡大を続けるという前提

が崩れてきた 90 年代以降、そのような好循

環は機能しなくなり、経済の成熟化とともに、

そうした閉鎖的なコミュニティのあり方が

人々の社会的孤立を招き、孤独死や自殺とい

った問題に象徴されるような様々な問題を

生み出している。国際比較調査を見ても残念

ながら日本は先進諸国の中でもっとも“社会

的孤立”度の高い国になっている。 

 
（２）都市政策と福祉政策の統合 

これからの都市とコミュニティのあり方

を構想していく場合に特に重要になる視点

として、「都市政策と福祉政策の統合」とい

う課題を指摘する。 

先進諸国、とりわけヨーロッパ各国におけ

る政策展開を見ると、福祉（社会保障）政策

と都市政策（都市計画・住宅・土地政策等を

含む）とが、相互に連動しながら、共通の理

念の下で展開してきたという事実が顕著で

ある。たとえば社会保障において「公」の役

割が大きい北欧などでは、同時に土地政策に

おいても「公有地」の割合が大きく（たとえ

ばストックホルム市では土地の７０％が市

の公有地）、また住宅についても公的住宅の

比重が大きいなど、各政策分野に強い相関性

が見られる。 

時間軸にそくして見ると、ヨーロッパにお

いて、（近代以前からの都市的な公共性の伝

統に加えて）特に第二次大戦後の時期に土

地・住宅・都市の「社会化」が強化されてい

ったのとは異なり、日本の場合、強い開発基

調の中での急激な都市化を背景として、「公

共性」を欠落する形で、土地所有の私的性格



が強まっていった。そうしたことのネガティ

ブな遺産が、社会保障においても、また住宅

や都市計画、土地政策においても一気に顕在

化しているのが現在の状況といえ、「公」や

「共」の強化を中心に、社会保障政策と都

市・住宅・都市政策を通じた包括的なビジョ

ンや政策展開が必要になっている。 

以上のような問題意識から、2008 年、全国

の市町村及び都道府県に対する「土地・住宅

政策に関するアンケート調査」を行った（①

全国市町村 1834 のうち無作為抽出 917 プラ

ス政令市とその区・その他で計 1118 団体、

②全国47都道府県に送付。①は回収率56.8％、

②は同 76.6％）。たとえば現在における土

地・住宅政策の重要課題を複数回答で尋ねた

質問に対しては次のような結果が示された。 

もっとも多いのが「空地や空き家の増加」

で、次が「公有地の保有・利用のあり方」、

続いて「高齢者や低所得者等に関する住宅の

確保」、「景観をめぐる課題」、「地籍の整備な

ど所有・権利関係の明確化」等と続く。 

さらに回答を自治体の規模別に見ると、①

「空地や空き家の増加」は、特に人口規模の

小さい市町村で大きな課題となっており、大

規模な都市圏域ではその順位は比較的低い。 

②「高齢者や低所得者等に関する住宅の確

保」は、特に人口 30 万人以上の自治体、と

りわけ３大都市圏においては重要課題の第 1

位となっている、という状況が示された。そ

して都道府県の回答では「高齢者や低所得者

等に関する住宅の確保」は土地・住宅政策を

めぐる課題の１位となっていた。 

 

（３）コミュニティ醸成型の空間構造 

周知のように、日本の総人口は 2005 年か

ら減少に転じており、2055 年には 9000 万人

を割ることが予測されている。これを都道府

県別に見ると、既に過半数の都道府県が人口

減少に入っているが、2015 年－20 年には人

口が増加しているのは東京と沖縄だけにな

り、2025 年以降はすべての都道府県が人口

減少となる（国立社会保障・人口問題研究所

推計）。 

 こうした大きなトレンドの中で、「数十年

後の日本において、一体どれだけの人がどこ

に住み、どのような暮らしを営むのか」とい

う大きなビジョンをどう描けばよいのだろ

うか。ここで手がかりとして「多極集中」と

もいうべきコンセプトが導きの糸になるの

ではないかと考える。「多極集中」とは「一

極集中」と「多極分散」のいずれでもないあ

りようを示す言葉で、今後、地方を含めて

人々が住む場所は「多極化」していくが、し

かし単純に“拡散”するのではなく、それぞ

れの地域毎の「極」となる都市や町村そのも

のは集約的な空間構造になっていくという

ものである。たとえば道路を無際限に整備す

るのではなく、中心部に公的住宅や福祉施設

等を誘導し、歩いて過ごせる街にしていくと

いった方策で、これには先述の「都市政策」

と「福祉政策」を統合していくなど新たな取

り組みが必要になる。 

また集約的な街をつくっていくことは、

人々の「コミュニティ感覚」や「つながり」

の意識の醸成という点からもプラスの意味

をもつだろう。すなわち人々の関係性に関す

る意識と、都市や地域の空間構造というもの

は相互に影響を及ぼし合っている。したがっ

て、いわば“コミュニティ醸成型の空間構造”

（あるいはその反対の“コミュニティ破壊型

の空間構造）という、ソフトとハードを融合

した視点がこれからの都市政策や街づくり

では重要である。 

 

（４）地域再生をめぐる課題 

 さらに地域経済を含むより広い地域再生



に関する課題を考察する。今回「地域再生・

活性化に関するアンケート調査」と題する調

査を行い（2010 年 7 月実施）、１）全国市町

村の半数（無作為抽出）及び政令市・中核市・

特別区で計 986 団体、２）全国 47 都道府県

に送付し、１）については返信数 597（回収

率 60.5％）、２）については返信数 29（回収

率 61.7％）であった（科学研究費補助金に基

づく調査研究の一環）。以下で紹介するのは

市町村分の集計結果の一部である。 

たとえば、「日本は 2005 年から人口減少社

会となっていますが、そうした時代状況にお

ける今後の地域社会や政策の大きな方向性

として、貴自治体では以下のうちいずれが基

本となるとお考えでしょうか」という設問に

対する回答は、人口規模別の集計を行っても

地域差があまりなく、全体を通じて「拡大・

成長ではなく生活の豊かさや質的充実が実

現されるような政策や地域社会を追求して

いく」が多数を占めていた。 

また、「昨今、グローバル化の進展やその

地域経済への影響ということが議論される

と同時に、他方では地産地消などローカルレ

ベルで自立した地域経済という姿も論じら

れています。こうした点について、貴自治体

の今後のあり方は以下のうちいずれが主に

なるとお考えでしょうか。」という設問につ

いては、「いずれともいいえない」が多数を

占めている（特に大都市圏）のは予想された

結果だったが、それを除くとかなりの地域差

があるのが特徴的である。すなわち、大都市

圏になるとグローバル化対応ないし通商、対

外的競争力の重視が多いが、農村部を中心と

する中小規模の市町村では「ローカルなまと

まりを重視し、経済や人ができる限り地域の

中で循環するような方向を目ざす」がむしろ

多数を占め、この傾向は人口 5 万人規模の自

治体になると顕著である。 

できる限りローカルなレベルにおいて、地

域内部で循環するような経済を築いていく

という方向は、農村部ではある程度浸透した

ものとなっている。こうした「経済の地域内

循環」という点に関しては、イギリスのＮＥ

Ｆ（New Economics Foundation）が「地域

内乗数効果 local multiplier effect」という新

たな概念を提唱している。これは経済がほぼ

もっぱらナショナル・レベルで考えられてき

たケインズ政策的な発想への批判であり、

「地域再生または地域経済の活性化＝その

地域において資金が多く循環していること」

ととらえ、①「灌漑 irrigation（資金が当該

地域の隅々にまで循環することによる経済

効果が発揮されること）」や②「漏れ口を塞

ぐ plugging the leaks （資金が外に出てい

かず内部で循環することによってその機能

が十分に発揮されること）」といった独自の

コンセプトを導入して、地域内部で循環する

ような経済のありように関する指標を作成

している。日本での類似例としては、たとえ

ば長野県飯田市の試みが挙げられる。 

こうした「経済の地域内循環」に関するビ

ジョンの共有や指標作り、そして政策展開や

その支援のための研究等が今後の大きな課

題である。 

一方、「貴自治体において地域の活性化を

図っていくにあたり特に重視している分野

を以下のうちからお選びください。（３つま

で複数回答可）」という設問については、「福

祉サービスの充実」が全市町村を通じてもっ

とも大きな重点課題として挙げられていた。

もちろんこれは急速に進む少子・高齢化を反

映したものである。また「環境関連政策の推

進」が大きいのは大都市圏で、「中心市街地

の活性化」は中堅地方都市が中心であり、こ

れらは大きくは予想の範囲内であるが、やは

り小規模町村では「農林水産業の振興・再生」



が最上位を占めていた（「観光事業の強化」

も全体を通じて比較的多）。各々の地域自身

による取り組みの重要性はもちろんだが、都

市と農村は互いに独立して存在するもので

はなく、こうした方向を支援するための国レ

ベルの様々な支援が不可欠の課題である。 
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